
「飲食店等への営業時間短縮要請協力金の支給について」 

の訂正について 

１月２５日に開催した、第６１回島根県対策本部会議の「資料２」について、下記

のとおり訂正します。 

（訂正前） 

３．支給要件 

(1) 通常の営業時間が午後８時を越えていること 

（訂正後） 

３．支給要件 

(1) 通常の営業時間が午後８時を越えていること 

  ただし、認証店で午後９時までの営業を選択する場合は、通常の営業終了

時間が午後９時を越えていること 
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１．概要 

営業時間短縮等の要請に応じた飲食店等に対して協力金を支給 

２．対象 

   食品衛生法に基づく営業の許可を取得している飲食店・喫茶店等 

【対象外店舗】客室、客席、飲食する場所を設けていない店舗など 

（店舗例）宅配・テイクアウト、コンビニ等のイートイン、 

飲食スペースのないキッチンカー、宿泊客のみに飲食を提供する宿泊施設等 

３．支給要件 

  (1) 通常の営業時間が午後８時を超えていること 

    ただし、認証店で午後９時までの営業を選択する場合は、通常の営業終了

時間が午後９時を越えていること 

(2) 島根県の要請に協力すること 

※ 原則、全ての期間（１／２７～２／２０）において協力すること 

     ただし準備のために、協力開始が１月２７日に間に合わない場合には、 

１月３０日までに協力を開始し、２月２０日までの全ての日において 

協力した場合には、要件を満たすこととし、この場合、支給額は協力した

日数に応じた算定とする。 

     ※ 「島根県新型コロナ対策認証店」は令和４年１月２６日までに認証され

た店舗が対象 

(3) 感染防止対策を実施 

(4) 協力金の支給後に、店名、住所、要請に応じた期間、営業時間、酒類の提

供の有無などの実績を公表することに、同意すること 等 

（要請内容） 

 島根県新型コロナ対策認証店（以下、「認証店」という）以外の飲食店等

については、営業時間を午前５時から午後８時までの範囲内とし、酒類の

提供（持ち込みを含む。）は行わないこと。 

 認証店については、次のいずれかを選択して対応すること。 

① 営業時間を午前５時から午後９時までの範囲内とし、酒類の提供（持

ち込みを含む。）を可能とする。ただし、酒類の提供（持ち込みを含

む。）は午後８時までとする。 

② 営業時間を午前５時から午後８時までの範囲内とし、酒類の提供（持

ち込みを含む。）は行わない。 

 飲食の際の人数は、同一グループの同一テーブルでの使用を４人以下とす

ること。 

 この営業時間短縮要請については、準備期間を考慮し、１月３０日までに

開始すること。 

 この要請に協力した店舗には、要請に協力した期間に応じて、別に定める

協力金を支給する。

資料２ 



４．支給額 

(1) 支給単価（１店舗あたり１日あたり） 

 ① 中小企業等 

区分 営業時間 酒類提供 単価 

非認証店 午後８時まで なし 
（前年、前々年同期の 1日の売上高の４割）

３万円～１０万円 

認証店 

午後９時まで 可能 
（前年、前々年同期の 1日の売上高の３割）

２．５万円～７．５万円

午後８時まで なし 
（前年、前々年同期の 1日の売上高の４割）

３万円～１０万円 

② 大企業  

区分 営業時間 酒類提供 単価 

非認証店 午後８時まで なし 
（前年、前々年同期の１日あたりの 

売上高減少額の４割） 上限２０万円 

認証店 

午後９時まで 可能 

（前年、前々年同期の１日あたりの売上高減

少額が 500,000 円以下の場合） 

売上高減少額の４割 又は 

１日あたりの売上高の３割の低い額

（前年、前々年同期の１日あたりの売上高減

少額が 500,000 円超の場合） 

２０万円 又は 

１日あたりの売上高の３割の低い額

午後８時まで なし 
（前年、前々年同期の１日あたりの 

売上高減少額の４割） 上限２０万円 

※ 中小企業等においても、この方式を選択可 

(2) 支給額：（(1)の単価）×（要請に応じた期間の日数） 

要請に応じた期間 算定日数 

全期間（１／２７ ～ ２／２０）の場合 ２５日 

準備期間を取り入れた場合  

①  １／２８ ～ ２／２０ ２４日 

②  １／２９ ～ ２／２０ ２３日 

③  １／３０ ～ ２／２０ ２２日 

５．協力金の申請期間 

   要請期間終了後、概ね１ヶ月間を予定 

６．その他 

   事業者への通知（郵送）、県ホームページ、新聞等による広報により周知 


